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第2章

1．わが国の原子力行政

わが国の原子力開発は昭和31年１月、原子力

基本法の施行と原子力委員会の設置によって本

格的に開始された。原子力基本法では、「原子力

の研究、開発および利用は、平和の目的に限り、

安全の確保を旨として、民主的な運営のもとに、

自主的にこれを行うものとし、その成果を公開

し、進んで国際協力に資するものとする」と基本

方針を定めている。（「民主、自主、公開」の原子

力三原則）

わが国は、この基本方針のもと、原子力利用

に係る政策を立案し、実施するとともに、安全

規制の体制を整備し、関係機関が連携しながら、

原子力行政を進めてきた。

(1）わが国の原子力政策

わが国の原子力政策は、政府が策定する「エネ

ルギー基本計画」や原子力委員会が策定する「原

子力政策大綱」に基づき進められている。

①エネルギー基本計画

平成14年６月に、「安定供給の確保」や「環境へ

の適合」、これらを十分考慮した上での「市場原

理の活用」の３つを基本方針とするエネルギー政

策基本法が制定された。エネルギー政策基本法

は、わが国のエネルギー政策の大きな方向を示

す法律である。平成15年10月には、同法に基づ

き、エネルギーの需要に関する施策の長期的、

総合的かつ計画的な推進を図るため、エネル

ギーの需給に関する基本的な計画として「エネル

ギー基本計画」が閣議決定された。また、「エネ

ルギー基本計画」は、エネルギー政策基本法上、

少なくとも３年ごとにエネルギーを取り巻く環

境変化を踏まえて、検討を加え、必要に応じて

これを変更するとされている。

これを受け、政府は、平成18年５月にエネル

ギー安全保障の確立等に関して取りまとめられ

た「新・国家エネルギー戦略」等を踏まえつつ、

平成19年３月に「エネルギー基本計画」を改定

した。

エネルギーの需給に関する施策の基本方針
①安定供給の確保(供給源の多様化、�給�の�上、エネルギー分�にお��

　ける安全保障）

②環境への適合(地球温暖化の防止、地域環境の保全）

③市場原理の活用(上記２点の政策目的を十分に考慮しつつ、規制緩和の

施策を推進）　　

エネルギー政策基本法

長期的、総合的かつ計画的な推進を図る施策

①エネルギー需給対策の推進

②多様なエネルギーの開発、導入および利用

　○原子力の開発、導入および利用

　　・原子力発電・・・「基幹電源」として推進

　　・原子燃料サイクルの推進・・・安全確保・核不拡散を前提、

　　　プルサーマルを当面の中軸

　○原子力の安全確保と安心

　○新エネルギーの開発、導入および利用

　○ガス体エネルギーの開発、導入および利用

　○石炭の開発、導入および利用

③石油の安定供給確保　等

エネルギー基本計画

(平成15年)

①原子力の積極的推進と新エネの着実な拡大

②資源外交の積極的展開

③省エネ推進と温暖化問題の国際枠組みの主導

④技術力の一層の強化

「エネルギー基本計画(平成19年)」の

主な変更点

新・国家エネルギー戦略(平成18年)

＜戦略の目標＞

○国民に信頼されるエネルギー安全保

障の確立

○エネルギー問題と環境問題の一体的解

決による持続可能な成長基盤の確立

○アジア・世界のエネルギー問題克服

への積極的貢献

▼
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②原子力政策大綱

原子力政策大綱は、今後10年間程度に進める

べき原子力政策の基本的な考え方を示すものと

して平成17年10月11日に原子力委員会が決定

した。

同月14日、政府として、原子力政策大綱を原

子力政策の基本方針として尊重し、原子力の研

究、開発および利用を推進する旨の閣議決定を

行った。大綱では、「2030年以降も総発電電力量

の30～40%程度かそれ以上の割合を原子力発電

が担う」、「核燃料サイクルの推進」、「高速増殖炉

の実用化」等を基本目標としており、さらに、総

合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力

部会が、この基本目標を実現化するための具体

策を審議し、平成18年８月に「原子力立国計画」

を取りまとめた。

　　　　　　　　　　��安全確保、平和利用等の基�的活動の強化による前提��の確保。�２�原子力発電により��ル�ー安定��と地���化対策に��。�

　　　　　　　　　　３�放射線の利用により国民生活の水�の向上に��。�　　　　　　　��効果的�効率的な施策の推進。
基本的目標

各分野の取り組みの基本的考え方

○原子力委員会は検討に当たって、専門家、事業者、ＮＧＯ等から構成される新計画策定会議を設置し、小委員会等も含め延べ42回、100時間�の審議を実施。�

○国民からの意見募集を３回実施するなど、国民各層の意見を幅広く聴取し、審議に反映。

�　【意見募集等に対する国民からの意見��3�000�（事前段階4���、大�構成�作成段階����、原�作成段階1��1��）】�

第２章　基本的活動の強化

【安全の確保】科学的かつ合理的な規制の実施、安全文化の確立、高経年化対策、テロ

対策の充実、規制行政改�の有効性の検�等。�

【平和利用】ＩＡＥＡ保障措置の厳格な適用。国際社会への発信。プルトニウム利用計

画の公表による透明性向上。

【廃棄物処分】低レベル放射性廃棄物は処分実施中。国、事業者等の適切な役割分担の

�に、高レベル放射性廃棄物等の処理・処分を計画的かつ着実に推進。�

【人材�成】�力�る��作り、��な人材の�成・確保。�

【広聴・広報、立地地域との共生】広聴・広報の充実、リスクコミュニケーション活動

の実施、国・事業者と地域社会との対話の促進等。交付金事業の効果的・効率的実施。

第３章　原子力利用の推進

【原子力発電】2030年以後も総発電電力量の30〜40％程度以上を担う。このため、①既存

施設の最大限の活用と新規立地への取り組み、②既存炉代替に向けて、改良型軽水炉の

開発、��高速増殖炉は20�0年�から�業ベースの��を目�す。�

【核燃料サイクル】

・使用済燃料に含まれるプルトニウム、ウランの有効利用（再処理、プルサーマル）を

着実に推進。

・��所の再処理能力を�える使用済燃料は中間��。�

【放射線利用】新材料創製技術やがん治療等に活用し普及。

�第�章　研究開発の推進

【発展段階の異なる課題の組み合わせの並行推進】

・原子力発電および核燃料サイクルの改良・改善、高速増殖炉等の研究開発の推進。

・安全研究、核�合、量子ビームテク�ロジー等の基�・基�研究の充実。�

【選択と集中】費用対効果、官民役割分担、国際協力の可能性を統合的に評価した「選

択と集中」を重視。

第５章　国際的取り組みの推進

【核不拡散体制の強化】新たな提�の検討に積極的に�画。�

【国際協力】�ジ�を中�とした開発�上国協力、��Ｅ�等の�進国協力の推進。�

【国際展開】厳格な輸出管理を前提に、民間の国際展開活動を政府として支援。

第６章　評価の充実

【政策評価と原子力委員会の責務】施策を継続的に評価・改善し、国民に説明していく

ことが重要。原子力委員会も政策の妥当性評価と説明責任を負う。

具
　
体
　
策

　原子力立国計画

原子力政策　５つの基本方針

○「中長期的にブレない」確固たる国家戦略と政策枠組みの確立

○個々の施策や具体的な時期については、国際情勢や技術の動向等に応じた「戦略的柔軟さ」を保持　

○国、電力事業者、メーカー間の「三すくみ構造」の打破。このため関係者間の真のコミュニケーションを実現し、ビジョンを共有。まずは　

　国が大きな方向性を示して最初の一歩を踏み出す

○国家戦略に沿った「個別地域施策」の重視

○「開かれた公平な議論」に基づく政策決定による政策の安定性の確保

■電力自由化時代の原子力発電の新・増設の実現　　■安全確保を大前提とした既設原子力発電所の活用　　■資源確保戦略の展開　　

■核燃料サイクルの着実な推進と関連産業の戦力的強化　　■高速増殖炉サイクルの早期実用化　　■次世代を支える技術・産業・人材

の厚みの確保・発展　　■わが国の原子力事業の国際展開支援　　■原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的な枠組み作りへの

積極的関与　　■国と立地地域の信頼関係の強化、きめの細かい広報・広聴の実施　　■放射性廃棄物対策の着実な推進

▼

第１章
原子力政策大綱の概要
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第2章

③地球温暖化対策に関する政策

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスによ

る地球温暖化に対する懸念から、平成６年に気

候変動枠組条約が発効された。また、平成９年

12月に京都で開催された気候変動枠組条約第３

回締約国会議（ＣＯＰ３）では、先進国の温室効

果ガスの削減目標等を規定した京都議定書が採

択された。同議定書は平成17年２月に発効し、

わが国について温室効果ガスの平成20年～24年

の平均排出量を平成２年レベルより６％削減が

法的拘束力のある約束として定められている。

わが国は、平成10年に地球温暖化対策を取り

まとめた「地球温暖化対策推進大綱」を決定す

るとともに、対策推進の基礎的な枠組みとして

地球温暖化対策推進法を公布した。また、平成

14年には、同大綱を見直すとともに、京都議定

書発効の際に「京都議定書目標達成計画」を定

めることとした。

その後、京都議定書の発効等を受け、平成17

年４月、「地球温暖化対策推進大綱」を引き継ぐ

「京都議定書目標達成計画」が策定された。平成

20年に全面改定された同計画では、京都議定書

の確実な達成等を目指し、革新的技術の開発と

それを中核とする低炭素社会づくり等を基本的

考え方として、地球温暖化対策を大胆に実行す

ることとしている。

　■環境と経済の両立

　京都議定書の６％削減への取り組みが、経済活性化等にもつながるようなしくみの整備・

　構築を図る。

　■革新的技術の開発とそれを中核とする低炭素社会づくり

　化石燃料への依存を減らすことが必要。既に効果を上げている対策や技術の普及を加速

　することと併せ、省エネや再生可能エネルギー、原子力等の技術に磨きをかけ、創造的

　な技術革新を図る。

温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

■温室効果ガスの排出削減対策・施策

【主な追加対策】

○自主行動計画の推進

○住宅、建築物の省エネ性能の向上

○工場・事業場の省エネ対策の徹底

○自動車の燃費の改善

○中小企業の排出削減対策の推進

■温室効果ガス吸収源対策・施策

○間伐等の森林整備、美しい森林づくり推進国民運動の展開

目標達成のための対策と施策

地球温暖化対策の基本的考え方

「京都議定書目標達成計画(平成20年改定)」の概要 ■各種電源のライフサイクルCO2排出量（メタンを含む）

石炭火力

石油火力

LNG火力

LNG複合

原子力

水力

地熱

太陽光

風力

975.2

742.1

607.6

518.8

21.6～24.7

11.3

15.0

53.4

29.5

0 200 400 600 800 1000 1200

ライフサイクルCO2排出量［g-CO2/kWh（送電端）］

発電燃料燃焼［直接］ その他［間接］

（注1）発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電設備等の建設・燃料輸送・
情報・運用・保守等のために消費されるすべてのエネルギーを対象として
CO2排出量を算定。

（注2）原子力については、現在計画中の使用済燃料国内再処理・プルサーマル利
用（1回リサイクルを前提）・高レベル放射性廃棄物処理等を含めて算定。

（例）石炭　採掘　選炭　→　輸送　→　発電　→　灰捨

　出典：電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価（平成12年
　　　　3月）」電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による原子力発電技術の評
　　　　価（平成13年8月）」
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（2）安全規制のしくみ

原子力発電などの円滑な推進を図るためには、

安全の確保が大前提であり、国は立地、設計、

建設、運転、廃止措置の各段階において厳重な

指導監督を行っている。日本における原子力の

安全規制は、基本的に「核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等

規制法」という）などの法令に基づいて行われ、

行政庁の安全審査（一次審査）を行った後、さら

に原子力安全委員会が行政庁の審査の妥当性に

ついて審査（二次審査）を行うダブルチェック体

制となっている。以下で、原子力発電所の立地

から廃止措置までの各段階における安全規制に

ついて説明する。

準備書

評価書

地点選定

方法書用
地
取
得
・
漁
業
補
償

環
境
審
査

第１次
公開
ヒアリング

原子力安全委員会主催
第２次公開ヒアリング

原子力安全委員会原子力委員会

安全審査

文部科学大臣の同意

原子炉設置許可

工事計画認可

使用前検査

保安規定認可

定期検査

定期安全管理審査

原子力安全委員会による直接調査

原子炉設置許可申請

着　　工

保安規定認可申請

運転開始

廃止措置計画申請

保安規定変更認可申請

終了確認申請

廃止措置計画認可

保安規定変更認可

施設定期検査

終了確認

工事計画認可申請

保安検査

(高経年化技術評価)

長期保守管理方針

○四半期ごとの報告受領
○ダブルチェック

原子力安全委員会

(諮問）

(答申）

▲

※１

※２

立
地
段
階

設
計
段
階

建
設
段
階

運
転
段
階

廃
止
措
置
段
階

※１廃止措置計画の認可の日までに変更を認可
※２原子炉施設内に核燃料物質が存在する場合には実施

保安検査

認可

電気事業者 経済産業省 原子力安全委員会
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第2章

①立地段階

原子力発電所を立地する場合、事業者は原子

力発電所の設置による環境への影響について評

価（環境影響評価）をしなければならない。環境

影響評価は、平成9年6月に成立した「環境影響

評価法」に基づいて実施され、知事や住民の意見

を反映し、国の審査を受けることとなる。

さらに、原子力発電所の設置に係る諸問題に

ついて、広く地元住民から意見を聴取するため、

経済産業省主催で第１次公開ヒアリング（説明者

は施設設置者）が開催される。

また、平成16年９月の閣議了解を踏まえ、電

源開発の円滑な推進を図るため、国が特に推進

すべき重要な地点を指定する制度（重要電源開発

地点制度）が制定された。この制度では、以前の

電源開発基本計画が有してきた意義や機能を継

承し、地元合意形成の促進や関係省庁における

許認可の円滑化などを図ることを目的としてお

り、事業者の申請を受け、立地地点の知事の意

見聴取や関係省庁との協議などを行った上で、

経済産業大臣が「重要電源地点」に指定する。

②設計段階

事業者は原子力発電所を新たに設置する場合、

原子炉等規制法に基づき、原子力発電所の主要

な仕様、基本設計についてあらかじめ国の許可

（原子炉設置許可）を受ける必要がある。

○原子炉設置（変更）許可

原子力発電所を新設する場合、事業者から原

子炉設置（変更）許可申請書が経済産業省に提出

される。経済産業省は、申請内容について、設

置しようとする原子炉が原子炉等規制法に掲げ

られた許可の基準に適合しているか審査を行う。

さらに、その審査結果については、原子力委

員会と原子力安全委員会の意見を求めるため、

両委員会に諮問を行い、両委員会はそれぞれの

所掌に応じ、ダブルチェックを行い、経済産業

大臣に答申を行う。原子力安全委員会は、経済

産業省が行った安全審査について調査審議をす

るに当たり、原子炉の安全性の問題について、

地元住民の意見を聴くために、同委員会主催の

第２次公開ヒアリング（説明者は一次審査を担当

した経済産業省）を開催する。

原子力委員会および原子力安全委員会の答申

を受け問題がなければ、経済産業大臣から原子

炉設置（変更）許可が与えられることとなるが、

設置（変更）許可を行うに当たっては両委員会の

意見を十分に尊重するとともに、文部科学大臣

の同意を得なければならない。

○工事計画認可

原子炉設置許可後、着工するために事業者は

原子力発電所の詳細設計について、経済産業大

臣の認可（工事計画認可）を受けなければならな

い。工事計画認可については、電気事業法で定

める技術基準等を基に審査され、必要に応じて

専門家の意見も聴いた上で認可が与えられる。

�������������

原子力安全委員会

平和利用、原子力利用
の計画的遂行、経理的
基礎に関して諮問〔　　〕

技術的能力、災害防止
に関して諮問〔　　〕

答
申

諮
問

答
申

諮
問

申請

許可

原�子�力�委�員�会

設置者

原子炉安全専門審査会

核燃料安全専門審査会

原子力施設の安全審査体制
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③建設段階

工事計画認可を受けた工事については、電気

事業法で定める工程ごとに経済産業大臣の検査

を受け、これに合格する必要がある。

○使用前検査　

機器等の工事計画の認可または届出があった

ものについて、その工事計画との適合性、技術

基準との適合性を確認する検査。使用前検査に

合格した後でなければ、その機器等を使用して

はならないことになっている。

○燃料体検査　

原子炉で使用される燃料体（国産燃料体、輸入

燃料体）について、認可された設計との適合性（国

産燃料体のみ）、技術基準との適合性を確認する

検査。燃料体検査に合格した後でなければ、その

燃料体を使用してはならないことになっている。

○溶接安全管理審査　

原子力発電所の工事において、重要な設備や機

器等について行われる溶接および事業者が実施す

る溶接事業者検査の実施体制についての審査。

使用前検査や燃料体検査の一部と溶接安全管

理審査については、（独）原子力安全基盤機構が実

施している。

○保安規定

原子力施設を安全に運転するために、社内組

織、運転上の制限、核燃料管理、放射性廃棄物

管理、放射線管理、保守管理などを定めた保安

規定を発電所ごとに制定することが原子炉等規

制法により義務付けられており、燃料初装荷ま

でに経済産業省の認可を受ける必要がある。ま

た、変更する場合も同様に認可が必要である。

④運転段階

原子力発電所の運転開始後は、原子炉等規制

法および電気事業法に基づき原子力安全・保安

院が管理、監督を行うこととなる。

○定期検査

電気事業法において原子炉本体やその付属設

備については、定期的に国の検査を受けること

が規定されている。検査はその重要度に応じて、

国や（独）原子力安全基盤機構の検査官が、立ち会

い検査および記録確認を行い、これらの設備が

工事計画認可申請内容および経済産業省令で定

める技術基準に適合するよう維持、運用されて

いるかが確認されている。

■運転段階の原子力発電所における検査

発電所

定期安全管理審査

「定期事業者検査」の実施体
制(組織・体制・検査方法など）
が適正であるかを審査

　定期検査

安全上重要な設備の機能や発
電所の総合的な性能の検査

　保安検査

保安規定の遵守状況を年に４回、
原子力保安検査官が現地で検査

原
子
力
安
全
委
員
会

報告

発電所の設備について、技術基
準を満足することを検査

定期事業者検査

原子力安全・保安院
(独)原子力安全基盤機構

保安規定

保安規定の遵守

事　業　者

■運転段階の原子力発電所における検査
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○定期事業者検査

平成14年に電気事業法が一部改正（平成15年

施行）され、それまで事業者が自主点検として

任意に実施してきた機器の点検が定期事業者検

査として法令上に位置付けられた。また、検査

結果の記録・保存が義務付けられるとともに、

不具合が発見された場合には健全性評価を行い、

国に報告することが求められている。

○定期安全管理審査

事業者の定期事業者検査について、その品質

管理状況を（独）原子力安全基盤機構が審査を行い、

経済産業省がその結果を評定する。評定の段階

に応じ、次回の定期安全管理審査の実施項目を

増減させるなどの制度となっている。

○保安検査

平成11年に発生したＪＣＯウラン加工施設の

臨界事故を教訓とし、原子力施設での保安規定

の遵守状況を確認する目的で実施されるように

なった。基本的に年４回実施され、保安検査官

が３週間程度をかけ検査を行い、結果は、原子

力安全委員会に報告される。

○資格認定

運転保全の監督を行わせるため、原子炉主任

技術者を発電所ごとに選任し、届け出ることが

義務付けられている。原子炉主任技術者は国家

試験である原子炉主任技術者試験に合格した者

等の中から選任される。

また、運転責任者(当直長クラス)について

は、原子炉の運転に必要な知識や技能、経験

を有しており、経済産業大臣の定める基準に

適合した者の中から選任することとなってい

る。

○規制調査

原子力安全委員会が、行政庁による安全規制

活動を把握・確認することを目的として行う調

査活動で、必要に応じて現地調査も実施される。

ＪＣＯウラン加工施設の臨界事故を踏まえ、原

子力安全委員会が必要に応じて行政庁に対し意

見を述べたり、的確な安全確保施策を企画・決

定するため、平成13年度から本格的に実施され

ている。

○原子炉設置変更許可および工事計画認可

設置許可された内容について変更を行う場合

は、設置変更許可を受ける必要がある。原子炉

設置許可と同様ダブルチェック方式で審査され

る。また、審査後の詳細設計についても工事計

画認可を受ける必要がある。

○法律に基づく報告

原子力発電所で発生したトラブルについては、

原子炉等規制法や電気事業法に基づき、国への

報告が義務付けられている。

⑤廃止措置段階

平成17年５月の原子炉等規制法の一部改正以

降、原子力発電所を廃止する際には、事業者は

あらかじめ廃止措置計画を作成し、経済産業大

臣の認可を受ける必要がある。

また、廃止措置中においても、運転中と同様

に、保安規定の認可、保安検査、施設定期検査

（施設内に核燃料物質が存在する場合）などの規

制を受ける。
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（3）検査制度の変遷

原子力安全規制の根幹である検査制度につい

て、国は検査制度の見直し結果やトラブルの再発

防止対策等を踏まえ、改善・充実に努めている。

①「安全基盤の確保」の検討

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安

部会は平成13年６月、報告書「原子力の安全基

盤の確保について」を取りまとめ、安全規制の目

指すべき方向、安全規制制度の今後の方向性な

どを示した。原子力安全規制が目指すべき基本

的な在り方として、「明確であり公開されている

こと」「最新の技術的知見を反映した効果的なも

のであること」「国際動向に主体的に対応するこ

と」とし、安全規制制度の今後の方向性として

は、「ソフト面に着目した規制」、「学会等の成果

の規制基準への取り入れ」、「基準等の性能規定

化」、「実用発電用原子炉に関する使用前検査や

定期検査の在り方」等の検討を必要としている。

②「検査の在り方」の検討

「原子力の安全基盤の確保について」の提言を

受け、原子力安全・保安部会は、「検査の在り方

に関する検討会」を設置した。同検討会では、平

成14年２月から検討を行い、７月に検討の状況

について中間取りまとめを行った。中間取りま

とめでは、検査の実効性の向上のため、以下に

示す提言が行われている。

○品質保証の充実

品質保証活動を原子力安全確保システムの中

に位置付ける。

○抜き打ち的手法の導入

具体的な検査項目をあらかじめ明示しないこ

とにより、事業者の緊張感を高める。

○定量的リスク評価の活用

検査対象や手法を決定する上での重要度等に

ついて、定量的リスク評価を活用する。

○パフォーマンスの評価に応じた検査の適用

原子炉ごとのパフォーマンスを評価し、その

結果に応じて検査内容を変える。

○基準・規格の整備

施設の技術基準を性能規定化し、民間規格や

国際規格を機動的に採用する。

③東京電力㈱の自主点検作業記録不正問題を

踏まえた検討

■原子力安全委員会の勧告

原子力安全委員会は、平成14年８月に明らか

となった東京電力㈱の自主点検作業記録不正問

題＊1により、原子力安全に対する国民の信頼が

著しく損われていることを重大視し、同年10月、

「原子力安全への信頼の回復に関する勧告」を行

った。

・事業者「自主点検」の在り方の明確化を図る

など、規制に係る法令等を見直すこと

・検査実施体制を抜本的に見直し、実効的な

規制体制を確立すること

・設備の安全な運転維持に関し適切な技術基

準の策定に取り組むこと

・原子力安全に関する情報を原則として、す

べて開示すること

■原子力安全規制法制検討小委員会の中間報告

東京電力㈱の自主点検作業記録不正問題を踏

まえ、総合資源エネルギー調査会に設置された

「原子力安全規制法制検討小委員会」は、具体的

な再発防止策として、

＊１詳細はP55を参照
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・事業者｢自主点検｣の法的位置付けの明確化

・自主検査結果の記録・保存の義務化

・設備の健全性評価の義務化とその手法の整備

・事業者の安全確保活動における品質保証体制

の確立

・申告制度の運用の改善

・軽微な事象に係る情報の公開と共有化

・産学官の連携の強化により、新技術や内外の

実績のある工事方法、修理工法等の技術的評

価を蓄積し、許認可に当たっての技術判断の

迅速化・的確化や民間規格策定への反映を図

ること

・技術革新、国際化等に対応した技術基準の性能

規定化および中立・公開を原則とした学会・協

会で策定された民間規格を活用すること

などを求める中間報告を取りまとめた。

④原子力安全規制制度の改正(平成15年度）

以上の検討を踏まえ、平成14年12月に原子炉

等規制法や電気事業法などの一部改正を行い、

平成15年10月から強化した新たな規制制度を本

格的に開始した。安全規制の強化の概要は以下

のとおり。

○品質保証体制・保守管理活動の確立

・事業者に対し、保安活動において適切な品質

保証体制や保守管理活動の確立について、原

子炉等規制法に基づく保安規定に記載するこ

とを要求。国は保安検査を通じて、その実施

状況をチェック。

○定期事業者検査と健全性評価の導入

・事業者が任意に実施していた自主点検を定期

事業者検査として法的に位置付け。

・当該検査の実施体制を（独）原子力安全基盤機構

が定期安全管理審査としてチェック。国が審

査結果を評定。

・当該検査の際に健全性評価を実施し、その結

果を国へ報告することを義務付け。対象設備

に亀裂が発見された場合に設備の健全性を評

価する方法をルールとして明確化。基準とし

て、日本機械学会の規格を活用。

○工事計画認可対象の明確化

○事故・故障等の報告基準の明確化

・原子力設備の事故・故障等に係る国への報告

について、事業者が報告すべき事象かどうか

を的確に判断できるよう、可能な限り定量

化・明確化を図るとともに、従来の通達基準

の内容を含め報告基準を省令に一本化し、法

令上の位置付けを明確化。

○軽微な事象を含めた情報の収集・提供体制の

整備

・軽微な事象に係る情報を含めたトラブル情報

を適切に収集し整理する体制を事業者におい

て構築。また、データの集積基盤を産学官の

連携の下で整備。

○定期安全レビューを法令上義務付け

・事業者が任意に実施していた定期安全レビュー

を法令上義務付け。

・定期安全レビューを保安規定の記載事項とし

て位置づけ、国は実施状況を保安検査におい

て確認。

○安全規制体制の強化

・（独）原子力安全基盤機構の設置

・原子力安全委員会のダブルチェック機能を強化

○罰則の強化
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⑤技術基準の性能規定化

原子炉安全小委員会は平成14年７月、報告書

「原子力発電施設の技術基準の性能規定化と民間

規格の活用に向けて」を取りまとめた。報告書で

は、規制当局が定める技術基準は、要求される性

能を中心とした規定（性能規定）とし、それを実

現するための仕様には自由度を与えることとし

ている。また、技術基準を性能規定化するに当

たり民間規格を積極的に活用できるよう手続き

を整備することとしている。

この報告書等を受け、国は「発電用原子力設備

に関する技術基準を定める省令」を改正し、平成

18年１月から施行している。改正後の技術基準

は、「性能規定化」基準として、原子力設備に対

する機能および性能の要求をすること（性能規定）

にとどめ、その性能および機能を実際の設備面

で実現する方法（仕様規定）は学協会規格等に委

ねられている。

⑥高経年化対策の充実※１

平成８年４月の報告書「高経年化に関する基本

的な考え方」などに基づき、事業者は高経年化対

策に取り組んでいたが、平成16年８月に発生し

た美浜発電所３号機２次系配管破損事故を契機

に設置された高経年化対策検討委員会の報告書

を踏まえ、高経年化対策を充実させるため、法

令改正や高経年化実施ガイドライン、高経年化

対策標準審査要領を整備し、平成18年１月から

施行した。

⑦「検査の在り方」の検討の再開

安全規制制度が改正され新しい検査制度が導

入されてから約２年が経過した平成17年11月、

新検査制度の実施状況を評価してその実効性を

検証するとともに、中間取りまとめの提言に対

する未対応事項等に関する検討を行うため、検

査の在り方に関する検討会が再開された。

同検討会は、今後の検査制度の在り方につい

ての検討を実施し、平成18年９月に報告書「原

子力施設に対する検査制度の改善について」を取

りまとめた。この報告書ではプラントごとの保

全活動の充実、保安活動における安全確保の一

層の徹底、事業者による不適合の是正の徹底と

いう３つの課題に取り組むため、検査制度を以

下のように改善する事が必要であるとしている。

【検査制度の主な見直し内容】

○保全プログラムに基づく保安活動に対する

検査制度の導入

プラントごとの特性を踏まえて事業者の保全

活動の充実を求めることが必要なことから、プ

ラントごとの保守管理活動を保全計画の策定等

を通じて充実強化させ、検査も一律の検査から

プラントごとの特性に応じたきめ細かい検査に

移行する。

○安全確保上重要な行為に着目した検査制度の

導入

運転中、停止中を問わず、事業者の保安活動

における安全確保の徹底を求めることが必要な

ことから、現在停止中に集中している検査に加

え、運転中の検査を充実強化する。

○根本原因分析のためのガイドラインの整備

美浜発電所３号機２次系配管破損事故のよう

な事業者の人的過誤、組織要因による事故・ト

ラブルを防止するため、事業者による不適合是

正の徹底を求めることが必要なことから、事

※１詳細は第４章１.（4）「高経年化対策」（P88～91）を参照
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故・トラブルの根本的な原因分析に事業者が積

極的に取り組むことができるようガイドライン

を整備。

その後、発電設備の総点検結果＊2を踏まえた

対応策の一つとして、検査制度の見直しの一部

先行実施および充実が図られることとなり、「安

全確保上重要な行為に着目した検査制度の導入」

として定期検査に伴う原子炉の起動・停止時の

保安検査および運転上の制限を逸脱した場合の

検査が平成19年９月から、「根本原因分析のため

のガイドラインの整備等」として根本原因分析の

要求が平成19年12月から導入された。

一方、「『保全プログラム』に基づく保全活動

に対する検査制度の導入」については、平成18

年９月に原子炉安全小委員会に設置された保守

管理検討会で、保全プログラムに基づく保全活

動に対する検査制度の具体化を図るための検討

が行われ、平成20年８月に報告書「保全プログ

ラムを基礎とする検査の導入について」が取りま

とめられた。この報告書の概要は以下のとおり

である。

○保全プログラムに基づく保全活動

事業者は運転中の保全活動を含む点検・補修

等の計画（保全計画）を策定し、それに基づき保

全活動を実施する。また、運転中の状態監視や

手入れ前の状態確認などから得られたデータと

保全活動管理指標から保全の有効性を評価し、

保全活動の継続的な改善を図る。

国は、事業者が策定した保全計画を事前に届

出させ、その適切性などを確認するとともに、

保全計画の実施状況を、定期安全管理審査を中

心に定期検査も活用して確認する。

なお、原子炉の運転期間（原子炉停止間隔）に

ついては、機器ごとに科学的・合理的根拠に基

づき設定された検査間隔と燃料交換の間隔など

から、プラントごとに事業者が定め、国はその

妥当性を審査し、認可する。

○高経年化対策の強化

高経年化技術評価に基づく10年間の保守管理

方針（長期保守管理方針）を保安規定記載事項と

して国の認可対象とし、事業者による高経年化

対策の適切性についての国による確認行為を強

化する。また、長期保守管理方針に基づく保全

活動については、それまでの事後報告を改め、

事前に確認するとともに、保安検査や定期安全

管理審査等において実施状況を確認する。

○安全上重要な行為に着目した検査

原子炉の起動・停止時の保安検査に加え、リ

スク情報に基づく検証結果を踏まえ、燃料の取

替時、残留熱除去冷却海水系統の切替に係る操

作時（ＢＷＲ）、ミッドループ運転時（ＰＷＲ）に

ついても保安検査の対象とする。

○プラントごとの総合評価による検査の実効性

の向上

発電所の保安活動が適切に行われたかどうか

を客観的に評価する安全実績評価指標（ＰＩ評

価：Performance Indicator）と発電所の保安活

動において発生した個々の事象について原子力

安全にどの程度の影響があるかを客観的に評価

する安全重要度評価（ＳＤＰ評価：Significance

Determination Process）を活用してプラントご

との保安活動総合評価を行い、結果を検査に反

映させる。

＊２詳細はP55を参照
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⑧原子力安全規制制度の改正(平成20年度）

以上の報告書等の内容を踏まえ、新しい検査

制度について、平成20年８月に関係省令が改正

され、平成21年１月から施行された。

新しい検査制度では、これまで法令で定めら

れていた定期検査間隔について、設備・機器の

点検間隔や燃料交換等を踏まえ、事業者がプラ

ントごとに最長24カ月(新検査制度導入後５年間

は18カ月)以内の定期検査間隔を保安規定に定

め、国は認可事項として審査することとなって

いる。

また、安全実績評価指標や安全重要度評価に

ついては、平成20年度、21年度の試運用結果を

踏まえ、平成22年度に本格導入される予定とな

っている。

＊２発電設備の総点検

国は平成18年秋、水力、火力および原子力発電設備において、

データ改ざんや必要な手続きの不備等の問題が相次いで発覚した

ことを受け、同年11月30日、全事業者に対して、発電設備に係る

データ改ざん、必要な手続きの不備その他の同様な問題がないか

について、総点検を実施するよう指示した。指示を受けた各事業

者は、発電設備の総点検を行い、平成19年３月30日に総点検結果

を、同年４月６日に再発防止対策を国に報告した。

国は、同年４月20日、報告を受けた総点検結果と再発防止対策

の評価結果と、「保安規定の変更命令」「再発防止対策に係る行動

計画の策定」「特別な検査および特別な監査の実施」「原子炉主任

技術者の独立性が担保された体制の整備」「事故報告の対象範囲

の拡大」「保安検査結果の公表」などの30項目にわたる今後の対

応を取りまとめた。

県内の原子力発電所については、敦賀発電所２号機、大飯発電

所３・４号機の復水器出入口の海水温度の不適切な調整や敦賀発

電所１号機の復水貯蔵タンクの外面腐食事象の隠ぺい等、20事象

が発覚した。県は立入調査等で事実関係を確認した結果、すべて

の事案について、周辺環境の安全は確保されていたことを確認し

た。また、事業者に対して、責任をもって再発防止対策を進め、

県民の信頼回復に努めるよう要請した。

＊１東京電力㈱の自主点検作業記録不正問題

国は平成14年８月29日、東京電力㈱の13基の原子力発電所に

おいて、自主点検記録に係る29件の不正の疑いがあることを公表

した。公表された29件は、東京電力㈱が1980年代後半から90年

代にかけて実施したシュラウド等炉内構造物に対する自主点検に

おいて、発見したひび割れを国に報告せず、一部のひび割れにつ

いては、記録に残さないように施工会社に指示したというもので

ある。

この問題を受け国は、「東京電力点検記録等不正の調査過程に

関する評価委員会」や「原子力安全規制法制検討小委員会」を設置

し、審議を行い、その結果、検査制度を改めることとし、電気事

業法および原子炉等規制法の一部を改正するとともに、（独）原子力

安全基盤機構を設置した。改められた検査制度は平成15年10月か

ら導入されている。

県内の原子力発電所については、各事業者が県の指示に基づき、

これまでの自主点検作業について総点検を行い、自主点検作業に

関して不正のおそれのある問題点はなかったとする報告書を県に

提出した。県は立入調査等で、内容の妥当性を確認するとともに、

総点検の結果や県の要請を踏まえた改善の取り組みについても具

体的に進められていることを確認した。
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（４）原子力行政に関わる機関

①原子力委員会

原子力委員会は、内閣府に設置され、委員長

および４名の委員から成り、国会の同意を得て

内閣総理大臣が任命する。委員会には専門の事

項を調査・審議させるための専門委員を置き、

専門部会、懇談会その他必要な機関を置くこと

ができるとされており、平成21年１月末現在、

４部会と２懇談会が設置されている。委員会の

庶務については、内閣府原子力政策担当室が担

当している。

同委員会は、

○原子力研究、開発および利用の基本方針を策

定すること　

○原子力関係経費の配分計画を策定すること　

○原子炉等規制法に規定する許可基準の適用に

ついて所管大臣に意見を述べること　

○関係行政機関の原子力の研究、開発および利

用に関する事務を調整すること

等について企画・審議・決定する権限を持ち、

これを実施するために調査権、勧告権等がある。

また、委員会は、関係者の意見聴取や決定文案

の審議・決定を原則として公開の会議で行って

いる。

②原子力安全委員会

原子力安全委員会は、内閣府に設置され、委

員長および４名の委員から成り、国会の同意を

得て内閣総理大臣が任命する。専門事項につい

ては、原子力安全委員会の下にそれぞれの検討

事項に応じて専門部会等が設置されている。

同委員会は、

○原子力利用に関する政策のうち、安全の確保

のための規制に関する政策　

○核燃料物質および原子炉に関する規制のうち、

安全の確保のための規制　

○原子力利用に伴う障害防止の基本　

○放射性降下物による障害の防止に関する対策

の基本　

○原子力利用に関する重要事項のうち、安全の

確保のための規制に係るもの　

について企画・審議・決定する権限を持っている。

また、原子力施設の設置許可等の段階におい

ては、規制行政庁の安全審査（一次審査）の結果

の妥当性についての審査（二次審査）を行い、建

設・運転段階においては、規制行政庁が行う規

制活動が適正かどうかを監視・監査している。

このほか、原子力施設の安全に係る各種指針類

の整備等も行っている。

③経済産業省　原子力安全・保安院（ＮＩＳＡ）

平成13年１月、それまで科学技術庁と資源エ

ネルギー庁が別々に実施していた原子力安全規

制行政を一元化し、経済産業省内の組織として

設立された。

原子力施設に係る工事計画の認可や電気事業

法等に基づく命令の規定による検査、保安規定

の認可、保安規定の遵守状況の検査、原子力事

業等に係る事故・故障の調査および防止対策、

安全の確保に関する広報等を遂行している。

また、原子力安全・保安院は、全国21カ所に

原子力保安検査官事務所を設置し、原子力保安

検査官、原子力防災専門官等を常駐させている。

原子力委員会 http://www.aec.go.jp/
原子力安全委員会 http://www.nsc.go.jp/

経済産業省 原子力安全・保安院 http://www.nisa.meti.go.jp/
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●経済産業省　原子力安全・保安院　

■地域原子力安全統括管理官事務所

〒914-0146 敦賀市金山99-11-47

福井県敦賀原子力防災センター内

TEL 0770-25-8944

■敦賀原子力保安検査官事務所

〒914-0146 敦賀市金山99-11-47

福井県敦賀原子力防災センター内

TEL 0770-25-8661

■美浜原子力保安検査官事務所

〒919-1205 三方郡美浜町佐田64号毛ノ鼻1-6

福井県美浜原子力防災センター内

TEL 0770-37-2290

■大飯原子力保安検査官事務所

〒919-2104 大飯郡おおい町成和1-1-1 

福井県大飯原子力防災センター内　　

TEL 0770-77-1687   

■高浜原子力保安検査官事務所

〒919-2224 大飯郡高浜町薗部35-14

福井県高浜原子力防災センター内

TEL 0770-72-8100

平成11年9月のＪＣＯウラン加工施設の臨界

事故を踏まえ、原子力施設の安全確保に万全を

期すため、平成12年12月に原子炉等規制法が改

正され、「原子力保安検査官制度」が発足した。

さらに原子力防災対策の強化を図るため原子力

災害対策特別措置法が新たに制定され、「原子力

防災専門官制度」が発足した。

これにより、原子力保安検査官事務所が新た

に設置され、原子力保安検査官と原子力防災専

門官が立地地域に常駐して原子力発電所の安全

管理や防災対策に万全を期すこととなった。

また、平成19年８月からは、柏崎刈羽原子力

発電所の変圧器火災を契機に、自衛消防隊体制

の検証や指導を行うことを目的として、火災対

策専門官も配置され常駐している。

県内の事務所は、発電所所在市町にある４カ

所の県原子力防災センター内に設けられ、保安

規定の遵守状況の確認、保安検査の実施、事業者

に対する指導や助言を行うとともに、県や市町と

の連携、防災設備などの維持管理を行っている。

平成17年７月には、県内において、原子力発

電所の安全管理機能を強化するため、４つの原

子力保安検査官事務所を統括する「地域原子力安

全統括管理官」が新設され、県や立地市町との情

報交換や連絡調整等を行っている。

④経済産業省　資源エネルギー庁

経済産業省の外局で、わが国のエネルギー政

策を所管し、エネルギー利用に関する原子力政

策を担当している。電源立地の推進の観点から、

電源三法を活用し、発電所などの周辺住民の福

祉向上に必要な社会基盤の整備を進めるなど、

地域振興の施策を講じている。

また、立地の円滑化を図るため、広報活動を

積極的に展開するとともに立地地域の地域担当

官事務所を通じての理解増進活動や電源開発調

整官による地方公共団体と国との連絡調整に努

めている。

▲発電所の状況を聞く原子力保安検査官

経済産業省資源エネルギー庁 http://www.enecho.meti.go.jp/
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●経済産業省　資源エネルギー庁

若狭地域担当官事務所

〒914-0065 敦賀市松栄町7-28

敦賀地方合同庁舎　TEL 0770-21-2691

経済産業省資源エネルギー庁は平成14年5月、

若狭地域担当官事務所を敦賀市に開設した。同

事務所は新潟県刈羽村における住民投票結果等

のプルサーマルをめぐる動向を踏まえ、国が設

置したプルサーマル連絡協議会の中で、双方向コ

ミュニケーションの強化を図るため設置が決め

られたものである。広聴に重点を置いた説明会

や懇談会を実施するとともに、国のエネルギー政

策について地元における理解促進に当たってい

る。

東京
福井

大阪

福島

仙台

青森

札幌

新潟

金沢

静岡

水戸戸戸

佐賀

鹿児島

松江

松山

名古屋

■泊原子力保安検査官事務所
●共和町

■敦賀原子力保安検査官事務所
●敦賀市

■志賀原子力保安検査官事務所
●志賀町

■柏崎刈羽原子力保安検査官事務所
●柏崎市

■大飯原子力保安検査官事務所
●おおい町

■島根原子力保安検査官事務所
●松江市

■玄海原子力保安検査官事務所
●唐津市

■川内原子力保安検査官事務所
●薩摩川内市

■伊方原子力保安検査官事務所
●伊方町

■浜岡原子力
　保安検査官事務所
●御前崎市

■福島第一原子力保安検査官事務所
■福島第二原子力保安検査官事務所
●大熊町

■女川原子力保安検査官事務所
●女川町

■六ヶ所原子力保安検査官事務所
●六ヶ所村

■美浜原子力保安検査官事務所
●美浜町

■高浜原子力保安検査官事務所
●高浜町

■東海・大洗原子力保安検査官事務所
●ひたちなか市

■横須賀原子力保安検査官事務所
●横須賀市

■熊取原子力保安検査官事務所
●熊取町

■上齋原原子力保安検査官事務所
●鏡野町

■原子力保安検査官事務所（経済産業省）
●オフサイトセンター

●東大阪市

●川崎市

■東通原子力保安検査官事務所
●東通村

■ 原子力保安検査官事務所・オフサイトセンター設置場所



国の原子力行政 第2章

59

⑤文部科学省

文部科学省では、研究開発局の原子力研究開

発課や原子力計画課が、核燃料サイクル技術の

研究開発、国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ）計画

をはじめとする核融合研究開発、放射性廃棄物

に対する取り組みなど、原子力研究の推進を行

っている。研究振興局の基礎基盤研究課は、量

子・放射線研究や加速器を用いた原子核、素粒

子の研究の推進を行っている。また、所管する

（独）日本原子力研究開発機構を通じ原子力分野の

研究開発を積極的に行っている。

一方で、科学技術・学術政策局の原子力安全

課において、核燃料物質および核原料物質の使

用や試験研究用原子炉、発電を伴わない研究開

発段階炉に関する安全規制を行っている。

●文部科学省　敦賀原子力事務所

〒914-0065 敦賀市松栄町7-28

敦賀地方合同庁舎　TEL 0770-23-1610

旧科学技術庁では、原子力発電所などが立地

する道県に原子力連絡調整官を置き、地元と国

との連絡調整や地元の諸活動の支援を行い、地

元における原子力開発利用に対する理解と信頼

の増進に努めてきた。原子力連絡調整官事務所

は昭和47年5月、福井県に初めて設置され、そ

の後13道県に整備された。

また、科学技術庁所管の原子炉施設の安全確

保を強化するため、平成3年に「ふげん・もんじ

ゅ運転管理専門官事務所」が新たに設置された

が、平成7年の高速増殖原型炉もんじゅナトリ

ウム漏えい事故を踏まえ、運転管理強化のため

同事務所は、平成8年7月に「もんじゅ・ふげん

安全管理事務所」に改組された。平成10年7月、

これら地元窓口を一本化し、核燃料サイクル開

発機構（現：（独）日本原子力研究開発機構）の安全

面、監督面の体制を効率的に実施するとともに、

地元調整を効率的に行うため、これらの2つの

事務所を統合、「敦賀原子力事務所」となった。

平成13年１月の省庁再編により、各地の連絡

調整官事務所は廃止されたが、同事務所は文部

科学省敦賀原子力事務所として存続し、（独）日本

原子力研究開発機構の監督、地方自治体等との

連絡調整を実施している。また、それまでの

「もんじゅ」、「ふげん」の安全管理・防災対策の

役割については「経済産業省敦賀保安検査官事務

所」へ移管された。

⑥総合資源エネルギー調査会

経済産業大臣の諮問機関で、鉱物資源および

エネルギーの安定的かつ効率的な供給確保、こ

れらの適正な利用の推進に関する総合的な施策

に関する重要事項や、高圧ガスおよび火薬類の

保安に関する重要事項について、幅広く検討し、

政府に提言を行っている。

資源エネルギー調査会は、いくつかの分科

会・部会から構成され、分科会・部会は必要に

応じて小委員会等を設置することができる。こ

れらの分科会や部会、小委員会等は原則として

公開で開催され、配布資料や議事要旨などは経

済産業省のホームページから閲覧することがで

きる。

部会の一つの原子力安全・保安部会では、原

子力安全・保安院が担当する原子力等の安全確

保・防災および電力の保安に関する事項等につ

いて調査・審議している。原子力安全・保安部

会には、原子炉の安全性に関する技術的事項を

文部科学省 http://www.mext.go.jp/
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検討する原子炉安全小委員会や原子力施設の耐

震安全性に関する技術的事項を検討する耐震・

構造設計小委員会などが設置されている。

⑦独立行政法人　原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）

原子力安全行政の基盤的業務を実施する専門

機関として、国が実施してきた検査の一部等を

行うとともに、これまで公益法人に委託して実

施してきた安全審査の解析評価におけるクロス

チェックや原子力用各種機器・設備の信頼性に

関する試験研究等の業務を一元的に実施するた

め、平成15年10月に発足した。

（独）原子力安全基盤機構では、国の検査である

定期検査や使用前検査の一部、定期安全管理審

査や溶接安全管理審査などの原子炉施設に関す

る検査を実施している。また、事業者が実施し

た安全解析の妥当性のチェック（クロスチェック

解析）や原子力安全を確保するための調査・試

験・研究・研修などを実施している。

平成17年10月には、原子力発電所現場の安全

規制をより効果的なものとするため、福井県敦

賀市に福井事務所を設置した。福井事務所では、

主に若狭地域に立地する原子力発電所の検査を

行うとともに、原子力安全の広報等も実施して

いる。
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（独）原子力安全基盤機構 http://www.jnes.go.jp/
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警察庁 http://www.npa.go.jp/

外務省 http://www.mofa.go.jp/mofaj/
経済産業省 http://www.meti.go.jp/
厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/
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原子力保安検査官事務所

（敦賀・美浜・大飯・高浜等全国21カ所に設置）

■わが国の原子力関係行政組織

海上保安庁 http://www.kaiho.mlit.go.jp/ 
気象庁 http://www.jma.go.jp/jma/index.html
総務省 http://www.soumu.go.jp/
消防庁 http://www.fdma.go.jp/

農林水産省 http://www.maff.go.jp/
環境省 http://www.env.go.jp/
国土交通省 http://www.mlit.go.jp/


